




















Analysis of Promoting Factors for Telework for People with Mental Disabilities











　Corporations’concerns to employ in employing people with mental disabilities can be summarized into the 
following two aspects: communication ability and self-control including illness control.  The inquiries made to 
corporations this time, show that people with mental disabilities are not special cases for telework.  Based on 
this result, corporations are making the following arrangements: 1） various working styles, 2） working as a 
team, 3） clarification and demarcation of tasks, 4） health management, and 5） utilization of outside organizations. 
Coordination with outside support organizations is especially effective when there is an issue in securing 
personnel, or in resolving’health or life problems.  Corporations are expected to put telecommuting in effect in 
their corporate strategies amid the increasing labor shortage in the future and mandatory employment of people 
with mental disabilities.



























































































































































































































































































社（同 563 名）の地方オフィス（同約 50
名）       
2013 年 3 月末日現在 
本社（首都圏）従業員数 643名 
連結子会社  従業員数 757名 





































































































































































































































































ない（東京コロニー , 2012, P39）」状況にあるという。
また、量的な不足や在宅就業支援団体がない地域や在
宅就業支援を行っていない地域もあることから、一般
的な認知度は低い。在宅就業支援団体が一向に増えな
い背景は上述したが、精神障害のある人たちでテレ
ワークを希望する人たちは急増している。
　また、前述したように、在宅就業支援団体における
精神障害のある人たちへの支援は積極的であるとは言
いがたい。それは、当初の想定した対象者が重度の身
体障害のある人たちであり、精神障害の障害特性につ
いての理解は十分ではなく、支援方法についての知識
や技術が不足しているといった状況がある。また、在
宅就業支援団体だけではなく、精神障害のある人たち
は社会的な経験不足や対人面での課題があり、この課
題を解決していくには、他者とのかかわりが重要であ
ることから、通常の勤務形態が望ましいといった考え
方が、支援者においても根強いのが現状である。
　松山市では、2007（平成19）年度から市単独事業
としてテレワークの促進のための事業を実施しており、
民間でも、2013（平成25）年に、愛媛の印刷・IT業
務の共同受注窓口である「えひめICTチャレンジド事
業組合（e-ICA）」が発足している５。このような国の
政策だけでなく各地方自治体での推進策が講じられる
ことは、テレワークへの認知度を高め実績の積み重ね
が可能となっていくと考えられる。
（３）就労支援事業所における活動の見直し
　今後ITに特化した就労移行支援事業所等の福祉的
就労の場（以下、就労支援事業所という）での取り組
みが増加することで、在宅就業支援団体での支援対象
者との住み分けを図ることが可能であろう。しかし、
ITに特化した就労支援事業所は首都圏で一定の広が
りが見られるものの、地方によっては全く見られない
ところもある。現状としては障害者自立支援法施行以
前の授産施設や小規模作業所の流れを引きついでおり、
活動の中心が、下請け作業や自主製品の販売といった
生産活動であるところが多く占めている。
　山岡・坂元（2012）が実施した就労支援事業所に対
する全国調査での就労支援に向けての支障要因におい
て、職員の業務の多さや授産活動に多くの時間をとっ
ているため、企業訪問や就労支援のための時間の確保
が難しいといった実態が明らかになった。生産活動を
通して一般就労に必要なスキルを身につけていくと
いった明確な方針がつくれないのであれば、少なくと
も就労移行支援事業所については、生産活動による工
賃の保証に柱を置くのではなく、一般就労にむけた支
援を活動の柱としていくといった発想の転換が求めら
れている。
　利用者の中には、働きたいという気持ちはあるもの
の、自分の人生の中での働くことの位置づけやどのよ
うな仕事や職場環境が自分に適しているのかイメージ
が十分でない人たちもいる。具体的な働くことへの認
識を企業内実習等の実践的な支援を通して明確にして
いくこと、そしてその選択枝の一つとして在宅という
働き方を提示していくという視点が必要であろう。
　そのためには、就労支援事業所としての役割を明確
にし、他の機関との役割分担が必要となってくる。い
わゆる抱え込まないために、ハローワークや障害者就
業・生活支援センター等との連携、そして、支援者に
はコーディネーターとしての役割が求められてくる。
また、就労支援事業所との交通整理の役割を担う機関
と考えられるのが障害者就業・生活支援センターであ
る。障害者就業・生活支援センターは、医療、教育、
福祉そして雇用に関係する機関の連絡調整および総合
的援助を行うこととされているが、どこも右肩上がり
で業務量が増えているという。しかし業務の整理、つ
まり他の機関でやるべき業務もしくはやれる業務は渡
していくといった方法をとり、機能強化を図ることが
必要であろう。
Ⅵ．おわりに
　本稿では、IT関連企業２社の導入事例を通して考
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精神障害のある人たちの在宅勤務の実際からみる促進要因の検討と課題
察を加えたが、該当する企業の検索に時間がかかった。
このことは、企業全般における精神障害のある人たち
の在宅勤務の事例はごく僅かであることを意味する。
これまでの就労支援に関わる支援者側への聴き取りも
行ってきたが、導入実績の少なさからくる実績の積み
重ねや企業間での情報共有の乏しさ、また、障害のあ
る人たちの在宅勤務を推進する立場にある支援者にお
いても、精神障害のある人たちをその対象者とするこ
とに否定的もしくは消極的な姿勢があることがわかっ
た。
　一方で、在宅就業も含めたテレワークを希望する精
神障害のある人たちは増加しており、このような現状
に対してどのような対応策を検討していくのかが課題
である。テレワークを希望する人たちの中には、就労
経験のない人たちも多く、そのような人たちがいきな
り在宅勤務から入るのは基本的には難しい。現在、在
宅就業支援団体が基礎的な職業教育までも求められて
いる現状があり、対象者の住み分けを担う中核的なセ
ンターも必要となる。また重要なこととして在宅就業
支援団体の機能の再編が挙がられる。在宅就業支援団
体の中には、販売、清掃作業、自動車部品組み立て業
務等、在宅就業とはいえないものが含まれている。再
度、在宅就業支援団体の役割について見直しをするこ
とが必要であろう。
　今後の課題としては、このような対応策をどのよう
に進めていくのか詳細に検討を加えていくことが挙げ
られる。
　本稿は、科学研究費助成金（学術研究助成基金助成
金挑戦的萌芽研究：課題番号23653160）の助成を受け
たものである。
注
１　筆者は、2010（平成22）年度以降、障害者在宅就
業支援団体へのヒアリング調査を実施し、2013 （平
成25）年からは、精神障害のある人たちの在宅勤務
の促進要因を把握することを目的とし、障害のある
人たちの在宅勤務制度を導入している企業に対して
ヒアリング調査を行っている。
２　障害者在宅就業支援団体へのヒアリング調査につ
いては、８団体に対して、2010（平成22）年８月か
ら2012（平成24）年８月にかけて実施した。
３　テレワーク推進フォーラムは、テレワーク関係４
省（総務省、厚生労働省、経済産業省、国土交通省） 
の呼びかけにより設立され、産学官協働でテレワー
クの円滑な導入に資する調査研究や普及等の活動を
行うことにより、テレワークの一層の普及促進を図
ることを目的としている。 
４　筆者が、障害ある人たちの事業主支援の専門職（首
都圏のハローワークに所属）に対して聴き取りを
行った際においても同様の意見が示された。（2013
《平成25》年５月27日実施）
５　松山市は、2007（平成19）年度から「松山テレワー
ク在宅就労支援事業」を実施しており、2009（平成
21）年度には「松山市テレワーク在宅就労奨励金及
び発注奨励事業」と改め、支援対象の拡大や財源的
な保障を行っている
　「えひめICTチャレンジド事業組合（e-ICA）」につ
いては、2014（平成26）年10月１日現在12の団体
や企業が加盟している。
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